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あらまし

　本稿では、NPOへのアンケート調査結果を基に、
行政とNPOの両者が実施する「協働事業」を分析
の単位として捉え、その現状の記述を行った。調
査は、まず、都道府県及び政令市・特別区におい
て公開されている2006年（平成18年）度に実施さ
れたNPO・市民活動関連の事業に関する情報をリ
ストアップし、記載されていたNPO、1450団体へ
調査票を送付した。調査票有効回答団体数は396

（有効回答率27.3%）であり、各団体が2006年度に
おいて行政と実施した事業は、１団体平均2.63事
業、計1040事業であった 。本稿では、これらのデー
タを基に、事業に関する基礎的属性として、事業
分野、行政側担当機関、事業開始年、事業内容、
事業担当者内訳、事業担当者数、事業実施日数、
事業費を取り上げ、事業形態別に整理しながら結
果の解釈を行った。事業の形態は、「委託」「指定
管理者制度」「補助・助成」「共催」「行政の協力（場
所、備品、人材等の提供）」「その他」に分類した。
全体を通じて確認されたのは、形態によって事業
の属性に大きな差がみられる点である。この背景
には、行政の業務のアウトソーシング的発想で実
施される委託や指定管理者制度に対し、支援的発
想に重きを置かれる補助・助成、そして共同事業
体としての意味合いが強い共催等、法的な位置づ
けや目的の差異があると考えられる。日本の行政
―NPO関係論、とりわけ協働論では、こうした実
態は考慮されず、ややもすれば協働であるか否か、
といった二者択一的な議論に流れがちである。両
者の関係性が単純ではないことを前提に、あらた
めて日本における協働モデルとはいかなるもの

か、議論を深める必要があるだろう。

₁．はじめに

　本稿の目的は、行政とNPO両者によって実施
されている協働事業に焦点をあてたアンケート
調査の集計結果を基に、いかなる分野の事業に、
だれが関与し、どのような形で実施されている
のか等、その実態を記述することにある1。
　まず、行政とNPOの関係を取り上げるにあた
り、これらの論議における本稿の位置づけにつ
いて触れておきたい。一般的に、理論のあり方
を問題とするとき、そのあるべき姿を提案する
側面（規範論）と、現実の姿を記述あるいは説
明する側面（記述論あるいは説明論）とが区別
される（冨塚 1997）。その意味では、しばしば
協働を前提として議論される日本の行政―NPO

関係は、これまで「協働は如何にあるべきか」
という規範的視点に立った議論が多く展開され
てきた。NPOが行政の政策というシステムの中
に位置付けられることは、NPOの下請け化や
NPOの自律性に関わる問題として認識され、同時
に行政がNPOを支援しサービス供給機能として連
携することは、行政責任やNPO責任の問題として
指摘される2。したがって、協働論の展開の上でも、
両者の相互関係においてどのような役割分担や責
任配分が望ましいかという価値判断、規範的前提
が重要であることは論を待たない。
　一方で、「協働とは何か（如何にあるか）」と
いう記述的視点に立った議論については蓄積が
少ない（宮永2006）。行政―NPO関係における
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 1  本アンケート調査では、NPOの関係者の皆様に多大なご協力を賜りました。この場をお借りして厚く御礼申し上げます。
 2  田中（1999）の記述に拠っている。
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協働は、これまで多くの論者によって規範的な
分析概念として定義されてきたが、これらの協
働概念を用いて現実の協働現象を分析しようと
した場合、必ずしも明確に分析できない事実も
明らかになってきている3。こうした規範的な協
働論と現実に実践される協働との格差として

「パートナーシップの失敗（新川2004）」さえ指
摘される今日、記述的な分析の中からあるべき
協働を議論しようとする新川（2004）や宮永

（2006）、後（2007）のアプローチは、協働論に
おいて非常に重要な視点だろう。
　本稿では、NPOへのアンケート調査結果を基
に行政とNPOの協働事業の現状を丁寧に記述す
ることを通じ、あるべき協働関係を再考してい
くための基礎データを提供する。近年、日本の
行政とNPOの関係に着目した調査研究は数多く
行われているが（例えば、シーズ（2003）、特
定非営利活動法人市民フォーラム21・NPOセン
ター（2003）、内閣府（2004）、IIHOE（2007））、
本稿のように両者が実施する「事業自体」を分
析の単位として捉えた研究は少なく、その実態
を明らかにする意味で本稿は意義を持つといえ
る。ただし、本稿では事業の形態別にいくつか
の事業属性を整理することに重きを置いてお
り、得られた結果の要因分析や、それらを踏ま
えたあるべき協働関係のモデル化については言
及していない。本稿を、これらの発展的分析の
ための端緒と位置づけたい。
　なお、本稿における「協働事業」の定義につ
いて触れておきたい。現在、各自治体の協働指
針や協働マニュアル等で定義されている協働の
形態には、公的施設の管理を委任する指定管理
者制度を含んでいるケースがみられる。本稿に
おいても、行政―NPO関係のひとつの形態とし
て指定管理者制度を含んで議論するが、上條・
椎野（2003）が指摘するように、協働の原則と
して掲げられる「対等性」が想定し難い指定管
理者制度等を協働事業に含め定義することには
議論の余地が残る。その意味では、本来、これ
らの事業の総称を別の用語で表現すべきだろ
う。ただし、協働事業という名称が浸透してい
る現状があり、用語の混乱を避けるため、本稿

では行政とNPO両者が資源を投じて実施する事
業を、広義に「協働事業」という呼称で使用し
ている点に注意が必要である4。
　以下、第２節では調査の手続きを説明し、第
３節において調査結果を記述する。そして、第
４節では、調査結果の整理を行い今後の課題を
示す。

₂．分析の手続き
　
　本稿では、行政との事業実績を持つNPOへの
アンケート調査（「行政関連事業調査」：2007年
10月25日配布開始、同年12月28日回収終了）の
結果を用いる。調査の手続きを説明すると、ま
ず、2006年（平成18年）度に実施されたNPO・
市民活動関連の事業に関する情報を書類または
WEBサイトで公開している都道府県及び政令
市・特別区をリストアップした5。この選定の際
には、NPO関連部局及び市民活動関連部局に
よって、庁内へのNPO・市民活動関連事業に関
する調査がなされており、かつ相手先のNPO名
の記載があることを基準とした。その結果、秋
田県、宮城県、岩手県、山形県、茨城県、埼玉県、
千葉県、江東区、板橋区、山梨県、福井県、静
岡市、浜松市、大阪市、鳥取県、岡山県、香川県、
高知県、福岡県、佐賀県、が選定された。なお、
宮城県、茨城県、埼玉県、千葉県、福岡県につ
いては、各県内の全市町村の情報も記載されて
いたため、対象として合わせて選定した。
　ここで、本調査が対象とした事業の範囲を明
らかにしておく必要があるだろう。リストアッ
プした自治体の公開情報によれば、NPOとの事
業の形態として、委託、補助・助成、共催・実
行委員会、後援、事業協力、公の施設の管理運営、
各種委員会・審議会への参画、情報提供・情報
交換、が定義されていた。この内、行政、NPO

の「両組織が実施する事業」として想定できる
こと、及び調査対象であるNPO側が定義し易い
こと、を基準として、委託、補助・助成、共催・
実行委員会、事業協力（場所、備品、人材等の
提供）、公の施設の管理運営（指定管理者制度）、

 3   坂井（2005）や今井（2006）を参照のこと。
 4   これら協働とその形態に関する議論については、上條・椎野（2003）、後（2007）、宮永（2006）などを参照のこと。
 5   2007年10月１日時点の情報による。なお、情報を公開していたにも関わらず、調査対象とならなかった自治体がある場合、そ

れは筆者の見落としによるものである。
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の形態で実施された事業を範囲とした6。そし
て、これらの情報を基に、事業のNPO側の担い
手を整理した結果、重複を除いた1478団体が抽
出された7。そこで、宛先不明の28団体を除くこ
れら1450団体へ調査票を送付した。調査票有効
回答団体数は396（有効回答率27.3%）である8。
回収票を集計した結果、各団体が2006年度にお
いて行政と実施した事業は、１団体平均2.63事
業、計1040事業であった9。なお、このような調
査の手続きを踏んだ理由は、我々がサンプリン
グのための事業リストを持ち合わせておらず、
効率的に分析対象を収集する必要があったため
である。また、NPO側へ調査を行ったのは、実
質的に事業の実施主体となることが多く、事業
に関するより多くの情報を得られると予測した
からである。
　調査票は、①組織属性（活動分野、年間収支額、
設立年、団体人数、会員数）に関する質問群と、
②行政関連事業の状況（事業名、事業形態、事
業分野、行政側担当機関、事業開始年、事業契
約期間、NPO決定方法、事業内容、協働の位置
づけ、事業対象者、事業担当者内訳、事業担当
者数、事業実施日数、事業費（内訳）、事業プ
ロセス、事業満足度）に関する質問群で構成し
た。なお、②行政関連事業の状況に関する質問
は、事業毎にそれぞれの事業の担当者（責任者）
に回答をしてもらっている。以下ではこれらの
質問群から、事業に関する基礎的属性として、
事業分野、行政側担当機関、事業開始年、事業
内容、事業担当者内訳、事業担当者数、事業実
施日数、事業費を取り上げ、事業形態別に整理
しながら考察したい。前述の通り、本調査では、
事業の形態を「委託」「指定管理者制度」「補助・
助成」「共催」「行政の協力（場所、備品、人材
等の提供）」「その他」に分類している。協働の
議論の中で度々話題となる事業形態別に調査結
果をみることで、より事業の実態の解釈が容易
になると同時に、形態毎の特徴も明らかになる

と考えられる。また、最後に、事業プロセス及
び担当者の事業満足度についても単純集計結果
を基に傾向を解説する。

₃．結果

₃.₁　組織属性の概要

　まず、本調査がいかなるNPOを対象としたの
か、回答があった396団体の概要についてみて
おきたい。全サンプルの内、NPO法人が79.5%、
法人格を持たない市民活動団体が20.5%である。
団体の主たる活動分野をみてみると、「保健・
医療・福祉の増進を図る活動」が35.5%で最も
多く、「学術・文化・芸術・スポーツの振興を
図る活動」が11.4%、「環境の保全を図る活動」
が10.6%、「まちづくりの推進を図る活動」及び

「子どもの健全育成を図る活動」が9.6%で続い
ている（図１）。団体設立年（活動開始年）に
ついては、「2003年」が11.2%で最も多く、「2004

年」が10.4%、「2001年」「2005年」が8.9%の順
であり、2000年以降に活動を開始した団体が多
い傾向にある（図２）。年間支出額に関しては、

「1000万円以上3000万円未満」が25.8%で最も多
く、 続 い て「100万 円 以 上500万 円 未 満 」 が
25.0%、「500万円以上1000万円未満」が18.3%と
なっている（図３）。また、年間支出額の平均
は3224.34万円であった。
　これらの結果を、経済産業研究所（2007）の
調査結果と照らし合わせると、活動分野につい
てはほぼ同様の分布を示していることがわか
る。ただし、経済産業研究所の調査では、年間
収支額の平均が1888万円という結果となってお
り、行政との事業実績を持つNPOのみで構成さ
れる本調査の対象は、比較的年間収支額の高い
団体が抽出されている可能性があるといえる10。

 6   名義上の共催や後援にあたる事業は除くよう定義した。また、各種委員会・審議会への参画は、NPOの特定の人物が参画するケー
スが多いと予想されたため、別途、枠を設けて質問している。

 7   ここで抽出した団体には、特定非営利活動法人、法人格を持たない市民団体のほか、一部地縁組織と思われる団体も含まれて
いた。これは、NPOあるいは市民活動団体の定義に地縁組織を含んだ上で情報公開を行った自治体があったためであると考え
られる。本稿では、団体名から推測して明らかに町内会・自治会と思われる団体は調査の対象外としている。

 8  調査票の送付は郵送で行い、回収は郵送及びメールで行った。
 9   この中には、リストアップした自治体の公開情報に掲載されていない事業、すなわち調査対象NPOが実施した他のすべての自

治体との事業も当然含まれている。
10  なお、経済産業研究所（2007）の調査は、NPO法人のみを対象としたものであるため、単純な比較はできない。
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図１　主たる活動分野（n=396）

図２　団体設立年（n=384）

図３　年間支出額（n=360）
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₃.₂　事業の実態

₃.₂.₁　事業形態別にみた行政側担当機関

　では、事業（1040サンプル）の実態を事業形
態別に整理していきたい。まず、事業形態とし
て最も多かったのは「委託（受託）」で39.5%、
続 い て「 補 助・ 助 成 」 が32.5%、「 共 催 」 が
11.4%、「指定管理者制度」が6.1%、「行政の協
力（場所、備品、人材等の提供）」が3.1%、「そ
の他」が4.6%となっている（図４）。委託およ
び補助・助成で７割を超える結果となった。た
だし、共催、行政の協力の割合が比較的低いこ
とから、調査時に事業形態の定義を明確に行っ
てはいるものの、行政との事業としてイメージ
の容易な形態が優先的に回答されている可能性
もあると考えられる。
　表１は、事業形態別に行政側担当機関毎の割
合を表したものである。行政側担当機関の単純
集計では、都道府県が37.3%、市町村が31.4%、
政令市・特別区が23.2%、国が6.5%であった。
事業形態別に結果をみてみると、国の事業は、
他の形態と比較して、補助・助成、行政の協力、
その他、の割合が高い傾向がみられる。都道府
県の事業では、補助・助成の割合が比較的高く、

政令市・特別区の事業では委託、共催の割合が
高い。また、市町村では委託及び指定管理者の
割合が高くなっている。この結果の限りではあ
るが、国・都道府県ではどちらかといえばNPO

への支援が、政令市・特別区・市町村では業務
のアウトソーシングが行われる傾向にあるとい
う解釈ができる。
　

₃.₂.₂　事業形態別にみた分野

　次に、どのような分野の事業が実施されてい
るのか、NPO法で規定されている17の分野と、
それらに該当しない「その他」を含めた18の分
野について整理した結果が表２である。事業分
野の単純集計では、「保健・医療・福祉関連」
が31.5%で最も多く、「まちづくり関連」が
11.3%、「子ども関連」が10.6%、「環境関連」が
10.1%、「学術・文化・芸術・スポーツ関連」が
10.0%、「NPO支援関連」が9.9%であった。以下
では、比較的サンプル数が多いこの6分野に関
して結果をみてみたい。
　６分野を比較した場合、保健・医療・福祉関連、
環境関連、NPO支援関連事業については、委託
の割合が高く、指定管理者及び補助・助成の割
合は低い傾向がみられる。一方、まちづくり関
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図４　事業形態（n=1040）

委託 指定管理 補助・助成 共催 行政の協力 その他 n （%）

国（%） 29.4 0.0 36.8 4.4 11.8 17.6 68（100.0）

都道府県（%） 35.2 5.5 39.1 11.8 2.1 6.3 381（100.0）

政令市・特別区（%） 46.2 6.4 27.1 20.3 0.0 0.0 236（100.0）

市町村（%） 45.3 8.5 31.4 7.2 3.8 3.8 318（100.0）

計 40.6 6.3 33.7 11.9 2.8 4.8 1003（100.0）

表１　事業形態別にみた行政側担当機関
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連、学術・文化・芸術・スポーツ関連、子ども
関連事業については、委託の割合は低く、指定
管理者及び補助・助成の割合が高い。また、ま
ちづくり関連、学術・文化・芸術・スポーツ関
連事業については、共催の割合も高いことがわ
かる。前者は比較的委託により業務を請負う形
で行政と関係を持ち、後者はそれ以外の指定管
理者や補助等の形態で関係を持つ傾向がみられ
るという、分野による傾向の差異が明らかに
なっている。

₃.₂.₃　事業形態別にみた事業開始年

　表３は、事業形態別に事業の開始年を整理し
たものである。事業の開始年の単純集計では、

「2006年」が43.0%、「2005年」が19.7%、「2004年」
が6.6%と続いており、半数近くが2006年に開始
された事業、すなわち新規事業ということにな
る。事業形態別では、2000年以降に関しては、
時系列での特徴的な傾向はみられなかった。
2005年については、指定管理者の割合がやや高
いが、これは2003年に指定管理者制度が制定さ

委託 指定管理 補助・助成 共催 行政の協力 その他 n （%）

保健・医療・福祉（%） 49.8 4.0 23.8 9.9 3.3 9.2 303（100.0）

社会教育（%） 54.2 8.3 16.7 20.8 0.0 0.0 24（100.0）

まちづくり（%） 29.2 12.3 41.5 17.0 0.0 0.0 106（100.0）

文化・芸術・スポーツ（%） 19.2 12.1 38.4 26.3 4.0 0.0 99（100.0）

環境保全（%） 49.5 1.9 32.0 12.6 0.0 3.9 103（100.0）

地域安全（%） 75.0 0.0 12.5 12.5 0.0 0.0 16（100.0）

国際協力（%） 34.4 0.0 40.6 25.0 0.0 0.0 32（100.0）

男女共同参画（%） 22.2 0.0 37.0 3.7 7.4 29.6 54（100.0）

子ども（%） 34.6 11.5 53.8 0.0 0.0 0.0 104（100.0）

情報化社会（%） 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8（100.0）

経済活動（%） 22.2 11.1 66.7 0.0 0.0 0.0 18（100.0）

職業・雇用（%） 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2（100.0）

消費者保護（%） 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 8（100.0）

NPO 支援（%） 45.9 6.1 21.4 12.2 14.3 0.0 98（100.0）

その他（%） 18.8 0.0 68.8 12.5 0.0 0.0 16（100.0）

計 40.0 6.4 33.7 11.9 3.2 4.8 991（100.0）

表２　事業形態別にみた分野

委託 指定管理 補助・助成 共催 行政の協力 その他 n （%）
2006 年（%） 35.8 7.8 35.2 14.8 2.7 3.7 438（100.0）
2005 年（%） 39.7 13.4 24.7 13.9 4.1 4.1 194（100.0）
2004 年（%） 60.3 4.4 29.4 0.0 0.0 5.9 68（100.0）
2003 年（%） 51.7 0.0 25.0 3.3 6.7 13.3 60（100.0）
2002 年（%） 35.4 0.0 33.3 22.9 8.3 0.0 48（100.0）
2001 年（%） 37.5 0.0 37.5 0.0 12.5 12.5 32（100.0）
2000 年（%） 58.3 0.0 25.0 0.0 0.0 16.7 48（100.0）
1990年～1999年（%） 37.8 0.0 53.3 8.9 0.0 0.0 45（100.0）
1989 年以前（%） 42.0 0.0 50.0 8.0 0.0 0.0 50（100.0）
計 40.8 6.4 33.2 11.5 3.3 4.9 983（100.0）

表３　事業形態別にみた事業開始年
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れて、2006年９月までに公の施設への制度導入
が義務とされたため、それに備えて実施された
時期にあたるからであろう。
　一方、1990年から1999年、及び1989年以前を
カテゴリー化した年代に関しては、2000年以降
と比較して補助・助成の割合が高いことがわか
る。NPOの法人化が定着し、行政とNPOの協働
が当たり前に議論されるようになった2000年以
降に比べ、これらの年代では、補助・助成を通
じて両者が関係を持つ傾向が強かったというこ
とになる。また、事業の継続性という意味でも、
補助・助成は他の形態に比べ継続して行われて
いる事業が多いという解釈になる。ただし、
2004年以前については、いずれもサンプル数が
少ないため解釈に留意すべきだろう。

₃.₂.₄　事業形態別にみた事業内容

　具体的な事業内容についての単純集計では、
「イベント・フォーラム・研修・交流会等の開
催（48.3%）」の回答率が最も高かった。また、「相
談支援（24.0%）」「情報受発信（機関紙、HP等）

（22.5%）」「福祉関連のサービス提供（21.4%）」「施
設管理・運営（19.3%）」がほぼ同様の割合で並
ぶ結果となった。なお、「その他」にも16.9%の
回答があり、これらに分類できない内容も多い
ことがわかる。
　事業形態別にみてみると、イベント・フォー

ラム・研修・交流会等の開催、情報受発信（機
関紙、HP等）については、補助・助成および共
催の割合が比較的高い傾向にある（表４）。また、
施設管理・運営は、当然ながら委託あるいは指
定管理者制度による事業が大半を占めている。
調査研究、公募・審査会等の運営、IT整備、福
祉関連のサービス提供については、委託によっ
て実施される傾向が強いようである。なお、本
調査では、１つの事業に複数の内容が含まれて
いることを想定し、複数回答式で質問している。
そのため、例えば、指定管理者制度では、情報
受発信やIT整備等を含んで実施されている実態
が明らかになっている11。

₃.₂.₅　事業形態別にみた事業担当者の内訳

　事業を実施した担当者は誰であったのか、そ
の実態をみてみたい（表５）。なお、「担当者」
とは、事業の運営に直接的に関与したNPO及び
行政の人物を指している12。まず、NPOの役員（法
人の場合は理事、任意団体の場合は正副会長等）
は、全体の７割以上の事業を担当している。事
業形態別にみると、委託、指定管理者制度にお
いて担当する割合が高く、補助・助成、共催に
関しては割合が低い傾向がある。前述のように、
行政の業務を請負う形で実施される事業は、よ
り対外的に責任が求められるとすれば、この役
員の担当する割合が高い傾向も説明できよう。

11  １つの事業の予算内で実施した事業について、複数回答式で質問をしてもらっている。
12   ここでいう行政担当者は、「直接的に事業運営に関与した」と、NPO側が判断した人物ということになる。

委託 指定管理 補助・助成 共催 行政の協力 その他 n （%）

イベント・フォーラム・研修等（%） 36.0 6.1 35.4 16.9 3.3 2.4 492（100.0）

施設管理・運営（%） 49.4 35.0 13.3 0.0 2.2 0.0 180（100.0）

相談支援（%） 46.7 9.9 40.5 1.2 0.0 1.7 242（100.0）

調査研究（%） 57.6 5.1 34.7 2.5 0.0 0.0 118（100.0）

公募・審査会等の運営（%） 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20（100.0）

情報受発信（%） 34.7 12.0 41.3 12.0 0.0 0.0 225（100.0）

IT 整備（%） 70.0 12.0 16.0 2.0 0.0 0.0 50（100.0）

福祉関連サービス（%） 52.5 0.0 36.3 0.4 0.0 10.8 223（100.0）

その他（%） 36.6 1.7 38.9 13.7 2.3 6.9 175（100.0）

表４　事業形態別にみた事業内容（複数回答）
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　有給常勤職員については、そもそも職員が存
在するNPOの事業のみを対象とするが、その総
数は648、職員が担当した割合は85.2%である。
事業形態別では、指定管理者制度及び補助・助
成の割合が高い傾向がみられる。これは、事業
に一時的に参加するボランティアの有無でもみ
られる傾向である。ただし、この結果のみで傾
向を解釈することは難しく、より詳しい分析が
求められる。
　行政関係者については、全体の47.2%が「担
当した」と回答している。形態別では、委託及
び共催の割合が高く、指定管理者制度、補助・
助成での割合は低い結果となっている。行政の
立場からの関与という点では、委託、共催にお
いてより事業に深い関わりを持つ傾向にあると
いうことになる。ただし、指定管理者制度にお
いては、行政担当者の関与が少ない傾向にある
点は意外な結果でもある。指定管理者制度にお
いては、事業運営がNPOの管理下に入るという
考え方が定着している傾向があるということだ
ろう。

₃.₂.₆　�事業形態別にみた事業担当者数、
事業実施日数、事業支出額

　事業に関わった行政・NPOの担当者数、事業
実施日数、そして、事業収支額について平均を
求めた結果が表６である。事業の運営に直接的
に関与した担当者数の全体の平均は、NPO側が
14.47人、行政側の担当者数は3.48人である。な
お、このNPO側の担当者数には事業を一時的に
担当したボランティアスタッフも含まれてい
る。また、行政側の担当者数は、１人以上の担
当者がいたケースの平均値である。
　事業形態別にみたところ、NPO担当者数が最
も多いのは共催であり、続いて、指定管理者制
度、補助・助成、委託、行政の協力、という順
である。一方、行政担当者数では、指定管理者
制度が最も人数が多く、共催、補助・助成、委託、
行政の協力、と続いている。共催で行う事業に
は、両者ともにより多くの人員が参加している
ことがわかる。なお、指定管理者制度について、
行政担当者の関与が少ない傾向にある点を前項
で述べたが、担当者数は最も多いという結果で
あった。指定管理者制度では、行政担当者が直
接的に事業運営に関与するケースは少ないが、
関与した場合の人数は多いということだろう。
　事業実施日数の平均は128.80日であった。こ
れは施設管理・運営事業のように年間を通じて
実施されるものと、イベントや研修の開催等、
数日で終了するものとを含めた値である。形態

委託 指定管理 補助・助成 共催 行政の協力 その他 n （%）

役員：担当（%） 41.3 7.3 32.3 10.7 4.0 4.6 703（100.0）

　　：非担当（%） 38.5 3.9 36.5 14.5 1.3 5.3 304（100.0）

有給常勤職員：担当（%） 39.8 10.7 31.7 8.1 3.0 6.8 533（100.0）

　　　　　　：非担当（%） 47.4 3.2 16.8 20.0 0.0 12.6 95（100.0）

一時的なボランティア：参加（%） 35.6 11.9 37.5 13.4 1.6 0.0 253（100.0）

：非参加（%） 42.0 4.4 32.2 11.3 3.7 6.4 754（100.0）

行政関係者：担当（%） 44.1 3.7 31.8 16.3 0.8 3.3 485（100.0）

　　　　　：非担当（%） 37.0 8.6 35.2 7.7 5.4 6.1 522（100.0）

表５　事業形態別にみた事業担当者の内訳

委託 指定管理 補助・助成 共催 行政の協力 その他 n（全体平均）

NPO 担当者数（人） 10.33 24.60 14.47 25.36 4.29 9.50 988(14.47) 

行政担当者数（人） 3.35 5.07 3.92 4.51 2.00 2.00 476(3.48) 

事業実施日数（人） 158.58 284.10 77.34 59.45 107.29 171.10 985(128.80) 

事業支出額（万円） 578.11 2849.25 401.42 228.16 696.73 299.92 988(653.39) 

表６　事業形態別にみた事業担当者数、実施日数、事業収支額
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別に整理すると、指定管理者制度が最も多く、
続いて、その他、委託、行政の協力、補助・助成、
共催、となっている。ほぼ年間を通じて実施さ
れる指定管理者制度の日数が多いのは当然とし
て、その他の日数が多い点は解釈が難しい。補
助・助成、共催の日数は少ないが、これは先に
明らかになったように、イベント的事業内容が
多いことが背景として挙げられよう。
　事業支出額については、全体の平均が653.39

万円であった。ただし、分布をみてみると、「100

万円未満」が39.6%で最も多く、「100 ～ 500万
円未満」が27.7%、「1000 ～ 5000万円未満」が
11.2%、「500 ～ 1000万未満」が10.6%と続いて
おり、500万円未満の事業が７割近くを占める
結果となっている。形態別にみた場合、指定管
理者制度の平均額が2849.25万円と、事業規模の
大きさが目立っている。他の形態では、事業支
出額大きいものからであるが、行政の協力、委
託、補助・助成、共催、その他、の順となって
いる。

₃.₂.₇　事業プロセスの実態

　ここまで事業の属性部分について、とりわけ
事業形態別に整理を行ってきた。以下では、本
調査で質問した「事業プロセス」及び「担当者
満足度」の単純集計結果についても触れておき
たい。
　まず、事業プロセスについてであるが、これ
は事業においてどのようなプロセスがとられた
のか、事後的な担当者の自己評価の観点から質
問を行っている。この質問では、図５に示した
プロセスについて、事業においてプロセス経た
場合は「はい」を、経ていない場合は「いいえ」
と回答を求めた。また、「いいえ」と回答した
者の内、そもそも事業においてそのプロセスを
経ることが不可能であったと思う場合は「評価
に適さない（非該当）」を、選択してもらった。
これらのプロセスは、いくつかの自治体で実施
されている協働事業評価における評価指標や、
評価みえ（2000）、高浦（2002）等を参考に13、
事業の企画・実施・評価の各段階に５つ、計15

の指標を設定した。

　図５の集計結果を概観すると、15のうち13の
プロセスにおいて「はい」と回答した割合が
50%を超えており、掲示したプロセスが多くの
ケースでとられていることがわかる。一方、「い
いえ」と回答した割合に着目してみると、「事
業について関係者以外の第３者による評価や監
査が行われた（以下、第三者評価）」が56.9%で
最も多く、「当年度だけではなく複数年度を見
すえた事業計画を立てた（以下、事業継続性）」
が34.6%、「事業報告書・決算報告書を一般公開
した（以下、報告書公開）」が31.5%と続いてい
る。また、「評価に適さない」と回答した割合
をみてみると、「事故や苦情・相談への対応担
当者（窓口）を設置した」が15.0%で最も高く、

「 第 三 者 評 価 」 が14.2%、「 事 業 継 続 性 」 が
13.1%、「報告書公開」が11.9%と続いている。
　全体の傾向に着目すると、事業の評価に関す
るプロセスについては、企画・実施段階と比較
して、「いいえ」「評価に適さない」と回答した
割合が高いようである。つまり、こうした事業
におけるplan-do-seeのマネジメント・プロセス
を想定した場合、評価に関するプロセスはとら
れない傾向があると同時に、そもそもプロセス
を経ることが困難であるケースも多いというこ
とになる。評価が重要であることは論を待たな
いが、その実践が難しいという実態があらため
て確認できる。

₃.₂.₈　事業担当者の満足度の実態

　事業担当者の満足度であるが、調査では、期
待通りの成果が得られたか（事業成果に関する
満足度）、事業の受益者を満足させられたと思
うか（受益者へのサービスに関する満足度）、
総合的にみた事業の満足度（総合評価）、の3点
を質問している。事業成果及び受益者へのサー
ビスに関する満足度については、「大いにそう
思う」から「全くそう思わない」、総合評価に
関しては「非常に満足」から「非常に不満」ま
での５段階尺度を用いた。
　図６は、事業に最も深く関わった担当者（責
任者）からみた事業の満足度である。事業成果
及び受益者へのサービスに関する満足度につい

13   自治体の評価指標には、北海道（2005）、岩手県（2007）、宮城県（2004），仙台市（2005）、千葉県（2007）、葛飾区（2007）、
新宿区（2006）、横浜市（2006）、愛知県（2004）、福井県（2006）などがある。
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図５　事業プロセスの実態

図６　事業成果、受益者、総合評価に関する満足度（無回答を除く）
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ては、「大いにそう思う」「ややそう思う」が８
割を超えており、大半が事業の結果を肯定的に
捉えている実態がわかる。総合評価に関しても、

「非常に満足」「やや満足」が７割を超えており、
同様の傾向がみられる。ただし、総合評価は他
の2指標に比べ、「どちらともいえない」「やや
不満」「非常に不満」という肯定的ではない評
価の割合は高く、合計は26.1%となる。この割
合が高いか低いかを本稿の結果のみで判断する
ことは難しいが、総合的にみて事業に満足でき
なかったケースが一定数あるということも事実
である。今後、これらの要因分析を行う必要も
あるだろう。

₄．おわりに

　本稿の目的は、NPOへのアンケート調査結果
を基に行政とNPOの両者が実施する「協働事業
自体」を分析の単位として捉え、その現状を記
述することにあった。事業の形態別に事業属性
を整理することを通じ、今後の行政－NPOの協
働関係のあり方を議論するための基礎的資料は
提供できたと考えられる。最後に、本稿の結果
をまとめ、今後の研究課題となるであろう点に
ついて付言して、むすびに代えたい。
　本稿では、協働事業の各属性について、「委託」

「指定管理者制度」「補助・助成」「共催」「行政
の協力」「その他」という形態別に整理した。
さらに、事業プロセス、事業担当者の満足度の
実態についても触れた。結果からみえた傾向は
次の通りである。
　① 行政側担当機関：国・都道府県では他の形

態と比べて補助・助成が、政令市・特別区・
市町村では委託・指定管理者制度が行われ
る傾向にある。

　② 事業分野：保健・医療・福祉関連、環境関連、
NPO支援関連事業については、委託を通じ
て行政と関係を持つ傾向がある。一方、ま
ちづくり関連、学術・文化・芸術・スポー
ツ関連、子ども関連事業については、委託
以外の形態で行政と関係を持つ傾向がみら
れる。

　③ 事業開始年：2000年以降に比べ、1990年代
以前では、補助・助成の割合が高い。また、
より継続して行われている形態も補助・助

成ということになる。
　④ 事業内容：イベント・フォーラム・研修・

交流会等の開催、情報受発信（機関紙、HP

等）については、補助・助成や共催の割合
が高い。調査研究、公募・審査会等の運営、
IT整備、福祉関連のサービス提供について
は、委託によって実施されている傾向が強
い。

　⑤ 事業担当者の内訳：NPOの役員は、委託、
指定管理者制度において事業を担当する割
合が高い傾向がみられる。また、行政関係
者については、委託及び共催において事業
に直接関与する割合が高い。

　⑥ 事業担当者数：NPO担当者数が最も多いの
は共催であり、行政担当者数が最も多いの
は指定管理者制度である。

　⑦ 事業実施日数：指定管理者制度が最も多く、
イベント的事業内容が多い傾向にある補
助・助成、共催の日数は少ない。

　⑧ 事業支出額：全体では、500万円未満の事
業が７割近くを占める。形態別にみた場合、
指定管理者制度の平均額が最も高く、補助・
助成や共催の金額は低い。

　⑨ 事業プロセス：事業の評価に関するプロセ
スは、企画・実施段階と比較して、評価プ
ロセスがとられない傾向があると同時に、
そもそも評価プロセスを経ることが困難で
あると考えられている傾向もみられる。

　⑩ 事業担当者の満足度：事業成果、受益者へ
のサービス、総合評価に関して、いずれも
肯定的評価が大半を占める。ただし、総合
評価については、他の２指標と比較して肯
定的ではない評価の割合は高い。

　各事業属性に関する傾向は以上に示した通り
であるが、全体を通じて確認されたのは、形態
によって事業の属性に差がみられる点である。
この背景には、行政の業務のアウトソーシング
的発想で実施される委託や指定管理者制度に対
し、支援的発想に重きを置かれる補助・助成、
そして共同事業体としての意味合いが強い共催
等、法的な位置づけや目的の差異があると考え
られる。行政―NPO関係における議論、とりわ
け協働論では、こうした実態は考慮されず、や
やもすれば協働であるか否か、といった二者択
一 的 な 議 論（ 後 2007） に 流 れ が ち で あ る。
Young（2000）やNajam（2000）が両者の関係性
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を多元的に類型化することを試みたように、両
者の関係性が単純ではないことを前提に、あら
ためて日本における協働モデルとはいかなるも
のか、議論を深める必要があるだろう。
　本稿が、事業の形態別にいくつかの事業属性
を整理することに重きを置いたことは繰り返し
述べた。今後は、得られた結果の要因分析や、
そこから導かれるあるべき協働関係の理論化が
目標となる。とりわけ要因分析には、委託によ
るイベント開催事業、補助・助成による情報受
発信事業、環境関連分野における調査研究事業、
といった形態や属性のより詳細な統制が必須に
なるといえる。また本稿では、事業プロセス及
び事業担当者の満足度に関して単純集計結果を
基に整理したが、これらと他要因との関連性を
明らかにするためにも、形態・属性を統制した
モデルを検討することが求められるだろう。こ
れらの点を踏まえた上で、あるべき協働関係を
議論していくことを課題としたい14。
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